
機密性2

≪≫令和３年度 東京支部事業計画（骨子案）

令和2年12月21日（月）
全国健康保険協会東京支部
評議会資料（第70回）

資料（５）



1

令和３年度 東京支部事業計画（骨子案）

令和２年度 令和３年度

基本方針

 加入者の健康度の向上、医療
費の抑制・適正化に資する施
策の実施

 効率的かつ無駄のない価値あ
るサービスの提供

 保険者機能発揮の基盤となる
組織体制の強化

 加入者の健康度の向上、医療
費の抑制・適正化に資する施
策の実施

 効率的かつ無駄のない価値あ
るサービスの提供

 保険者機能発揮の基盤となる
人材及び組織体制の強化
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令和３年度 東京支部事業計画（骨子案）

令和２年度 令和３年度 支部保険者機能予算
（令和３年度：主な事業）

１

基
盤
的
保
険
者
機
能

①サービス水準の向上 ①サービス水準の向上
－

②業務処理体制の「山崩し方式」に
向けた取組

②最適な事務処理体制（山崩し方式）
による生産性の向上

－

③現金給付の適正化の推進 ③限度額適用認定証の利用促進
－

④効果的なレセプト点検の推進 ④現金給付の適正化の推進 －

⑤柔道整復施術療養費等の照会業務の
強化

⑤効果的なレセプト内容点検の推進
－

⑥あんまマッサージ指圧・鍼灸施術
療養費の適正化の推進

⑥柔道整復施術療養費の照会業務の
強化 －

⑦返納金債権の発生防止のための
保険証回収強化、債権回収業務の
推進

⑦あんまマッサージ指圧・鍼灸施術
療養費の審査手順の最適化の推進 －

⑧限度額適用認定証の利用促進 ⑧返納金債権の発生防止のための
保険証回収強化及び
債権管理回収業務の推進

・保険証回収率の低い事業所に対する
勧奨文書の送付：515千円

⑨被扶養者資格の再確認の徹底 ⑨被扶養者資格の再確認の徹底 －

⑩オンライン資格確認の利用率向上 ⑩オンライン資格確認の円滑な実施 －

⑪的確な財政運営 ※「2.戦略的保険者機能-②広報活動を
通じた事業主及び加入者等の理解促
進」に統合

－
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令和３年度 東京支部事業計画（骨子案）

令和２年度 令和３年度 支部保険者機能予算
（令和３年度：主な事業）

２

戦
略
的
保
険
者
機
能

①ビッグデータを活用した個人・
事業所単位での健康・医療データの
提供

①第2期保健事業実施計画（データヘル
ス計画）の着実な実施

ⅰ）加入者の属性に合わせた勧奨による

特定健診・特定保健指導の受診率向上

ⅱ）未治療者に対する重症化予防の推進

ⅲ）健康企業宣言を柱としたコラボヘルス
推進

・事業者健診結果データ取得：
24,745千円

・集団健診の実施：
112,063千円

・健診受診勧奨業務：
69,621千円

・重症化予防事業：
70,629千円

②データ分析に基づいた第2期保健事業
実施計画（データヘルス計画）の着実
な実施

③広報活動を通じた加入者等の理解促進 ②広報活動を通じた事業主及び加入者
等の理解促進

・リーフレットや冊子等の紙媒体広報：
42,053千円

・ラジオ広報番組：
24,376千円

・ラジオ連動情報Webサイト：
7,942千円

・特定保健指導の広報物の作成：
9,579千円

④ジェネリック医薬品の使用促進 ③ジェネリック医薬品の使用促進 ・保険薬局及び医療機関を対象にした
「ジェネリック医薬品処方割合の
お知らせ」の制作等業務：
14,616千円

・ジェネッリック医薬品の周知：
5,500千円

⑤インセンティブ制度の本格導入 ※②に統合 －

⑥パイロット事業の提案 ※「3.組織・運営体制関係-①ＯＪＴを
中心とした人材育成」に統合

－

⑦地域の医療提供体制への働きかけや
医療保険制度改正等に向けた意見発信

④地域の医療提供体制への働きかけや
医療保険制度改正等に向けた意見発信

－

⑤関係団体との事業連携の推進【新】 －
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令和３年度 東京支部事業計画（骨子案）

令和２年度 令和３年度 支部保険者機能予算
（令和３年度：主な事業）

３

組
織
・
運
営
体
制
関
係

①ＯＪＴを中心とした人材育成 ①ＯＪＴを中心とした人材育成 －

②費用対効果を踏まえたコスト削減等 ②リスク管理 －

③コンプライアンスの徹底 ③コンプライアンスの徹底 －

④リスク管理 ④費用対効果を踏まえたコスト削減等 －


